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報
委
員

告会

原
子
力
対
策

特
別
委
員
会

令
和
３
年
11
月
30
日
に
委
員
会
を
開

催
し
、
経
済
産
業
省
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー

庁
原
子
力
立
地
政
策
室
室
長
　
前
田
博

貴
氏
よ
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い
て

と
題
し
て
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
な
ど
の
説
明
を
受
け
ま
し
た
。

①
基
本
的
視
点

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
要
は
、
安
全
性

を
前
提
と
し
た
上
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

安
定
供
給
を
第
一
と
し
、
経
済
効
率
性

の
向
上
に
よ
る
低
コ
ス
ト
で
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
を
実
現
し
、
同
時
に
環
境
へ

の
適
合
を
図
る
た
め
、
最
大
限
の
取
り

組
み
を
行
う
こ
と
。

②
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
の
概
要

福
島
第
一
原
発
の
事
故
後
10
年
の
歩

み
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
た
課
題
と
対
応
、

２
０
５
０
年
を
見
据
え
た
２
０
３
０
年

に
向
け
た
政
策
対
応
で
構
成
さ
れ
て
お

り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
道
筋
を
示
す

こ
と
が
重
要
テ
ー
マ
。

③
原
子
力
政
策

原
発
事
故
へ
の
真
摯
な
反
省
が
原
子

力
政
策
の
出
発
点
で
あ
り
、
安
全
性
を

最
優
先
に
世
界
で
最
も
厳
し
い
規
制
基

予
算
決
算
審
査

特
別
委
員
会

令
和
３
年
12
月
14
日
に
委
員
会
を
開

催
し
、
付
託
さ
れ
た
議
案
に
つ
い
て
関

係
部
課
長
か
ら
細
部
に
わ
た
り
内
容
の

説
明
を
求
め
、
慎
重
に
審
査
の
結
果
、

本
委
員
会
と
し
て
は
、
意
見
を
付
し
、

全
議
案
を
原
案
の
と
お
り
可
決
す
べ
き

も
の
と
し
て
決
定
し
ま
し
た
。

議案第83号　令和3年度御前崎市一般会計予算の補正（第7号）について

企画政策課
税収不足のおり、ふるさと納税の確保
にさらに積極的に取り組むよう強く求
める。

農林水産課

松くい虫防除事業については、国道
150 号北側の松くい虫防除対策として、
伐倒について公共で行うかどうか検討
を求める。

茶園の集積と改植に積極的に取り組む
よう強く求める。

意 見 書

準
に
適
合
す
る
と
認
め
ら
れ
た
場
合
は

再
稼
働
を
進
め
、
国
も
前
面
に
立
ち
立

地
自
治
体
な
ど
関
係
者
の
理
解
と
協
力

を
得
る
よ
う
取
り
組
む
。

④
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

主
力
電
源
化
を
徹
底
し
、
国
民
負
担

の
抑
制
と
地
域
と
の
共
生
を
図
り
な
が

ら
最
大
限
の
導
入
を
促
す
。

総
合
開
発
計
画
策
定

特
別
委
員
会

令
和
３
年
12
月
15
日
に
特
別
委
員
会

を
開
催
し
、
令
和
４
年
度
～
６
年
度
の

財
政
見
込
及
び
第
２
次
総
合
計
画
（
実

施
計
画
書
）
に
つ
い
て
説
明
を
受
け
ま

し
た
。
内
容
は
次
の
通
り
で
す
。

・
財
政
見
込
に
つ
い
て

歳
入
の
市
税
に
つ
い
て
は
、
納
税
義

務
者
が
減
少
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま

す
の
で
、
地
方
交
付
税
や
繰
入
金
が
増

加
、
社
会
基
盤
整
備
の
た
め
に
地
方
債

が
増
加
す
る
見
込
み
と
し
ま
し
た
。
歳

出
に
つ
い
て
は
、
地
方
債
残
高
が
増
加

す
る
こ
と
に
伴
い
公
債
費
が
増
加
、
物

件
費
は
施
設
の
統
廃
合
な
ど
に
よ
り
維

持
費
の
削
減
を
図
り
減
少
、
補
助
費
な

ど
は
、
他
会
計
な
ど
へ
の
補
助
金
を
削

減
す
る
こ
と
で
減
少
、
投
資
的
経
費
に

つ
い
て
は
、
令
和
４
年
、
５
年
の
２
ヵ

年
に
関
し
て
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
落
ち
込

ん
だ
市
内
経
済
を
い
ち
早
く
回
復
さ
せ

る
た
め
に
建
設
事
業
を
含
め
、
市
内
経

済
の
活
性
化
に
投
資
す
る
こ
と
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。
厳
し
い
財
政
運
営
が
予

想
さ
れ
、
経
常
的
経
費
の
抑
制
や
、
補

助
事
業
の
獲
得
、
各
種
事
業
の
精
査
を

す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。


